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内生的成長経済における
生産的政府支出と最適財政政策*
中　島　　巖
序
経済主体の技術,選好,あるいは政府の経済政策といった経済の構造特
性を反映した｢内生的｣ (endogeneous)な均衡状態として長期的成長率
を説明しようとする｢内生的経済成長モデル｣ (endogeneous economic
growth models)は, 1980年半ば以降様々な方向に発展化が展開されてい
った｡
しかるに,それに先立つ萌芽として,経済政策によってコントロール可
能な構造パラメータの貯蓄率と産出一資本比率の積として成長率を定義し
たHarrod [7],粗投資を学習に繋がる経験量の尺度とみなす,経験によ
る学習(learning-by-doing)モデルを提示したArrow [1 ],そして,知識
(knowledge)の蓄積を研究開発活動に向けられた資源量に依存させる試
みを示したShell [20]を挙げることができよう｡
上の発展化は, 1つは, Romer [18],[19]を先駆とする｢生産外部性｣
(production externality)を含むモデル, 2つは, Romer [18],Barro [2 ],
Rebelo [17]を先駆とする,生産函数の要素を資本ストックのみとする線
*)本稿では,一般的に｢生産的政府支出｣の呼称を用いるが,ストック概念のも
のに対しては｢公共資本｣の呼称も併用する｡
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型のAKモデル,そして, 3つは, Lucas [13]を先駆とする,資本を人的
資本と非人的資本とに分化させた二部門生産技術(two-sector production
technology)を含むモデルに見出すことができる｡
ところで, Barro[2]は,自らのAKモデルに生産的政府支出(produc-
tive government spendhg)を含める発展化を試み,そこでの内生的均斉
成長率(endogeneous balanced growth rate)の存在性を検討した｡かか
る類いの政府支出は公共財(public goods)として扱われ,公共的中間財
(public intermediate goods) (例えば, pestieau [16], McM山an [14], Feld-
stein [3]参照｡),公共的投入物(pu仙c hput) (例えば, McMillan [15]
参照｡),公共的中間投入物(public intermediate inputs) (例えば, Hen-
derson [ 9 ]参照｡),集合的生産要素(collective factors of production)
(例えば, Laffont [11]参照｡)など様々な呼称を与えられ,上のMcMillan
[14]を唯一の例外として,静態的効率性(static efficiency)の成立性が
議論されてきた｡
Futagami=Morita=Shibata [ 4 ], Greiner [ 6 ]は,上のBarroが資本のみ
を生産要素とするAKモデルで導いた内生的均斉成長率の存在性を資本と
労働の二要素を含む生産函数が妥当する文脈の中で示した｡しかるに,租
税による財源調達に際して,外生的な均一率(flat rate)を想定するにと
どまる制約性をBarroと共有している｡他方, Glom=Ravikumar [5]は,
内生的均斉成長率の存在性を離れて,外生的均一税(flat-rate tax)の下
で生産的政府支出を内生的に決定する蓄積モデルを提示した｡ Judd
[10]は,成長経済において,最適課税(optimal taxation)の文脈の中で
次善解(second-best solution)としての税率,生産的政府支出規模の決定
モデルを提示した｡
我々の本稿の目的は,家計と企業から成る二部門成長経済(twoISeCtOr
growing economy)の文脈の中で,内生的均斉成長率の存在性と次善解と
しての最適税率,最適政府支出規模の決定のあり方を検討することにある｡
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まず,次節では,フローとしての生産的政府支出を含むAKモデルに拠
りながら,均一産出量税(flat-rate output tax)の下で,内生的均斉成長
率の存在性を確かめた後,次善解としての税率,政府支出規模のあり方を
検討する｡第2節では,資本と労働を含む生産函数の下で,生産的政府支
出が公共資本(public capital)のストックとして労働増大効果を発揮する
とき,まず,均一非中立税(nat-rate distortionarytax)の下で内生的均斉
成長率の存在性を確かめ,次いで,次善解としての税率,国債規模(した
がって,公共資本規模)のあり方を検討する｡
なお,本稿は最終稿ではない｡
第1節　　AKモデルと生産的政府支出
I. AKモデルの原理
本節では,労働が捨象された内生的成長モデルであるAKモデルを生産
的政府支出を含む場合に拡張した上で,均斉成長率の存在性,最適財政政
策のあり方を検討する｡
本項では,伝統的経済成長論との対比を通じてAKモデルの理論的背景
を概観しておくことにする1)｡
伝統的な成長モデルにおいては,成長率が外生的に与えられる定常状態
(steady state)に収束していく｡その収束性を保証しているのが資本一労
働比率(capitalllabor ratio) k(i) -K(t) /I,(t)の収穫逓減性の想定である｡
資本一労働比率の上昇につれて,その平均生産性は低下していく,すな
わち,
d lf(kjL(i,)!tk (i)-] = Jf(k (i) ) :;fill)['(k (i) )] <.
dk (i)　　　　　　　(k (i) )2
(1)
がしたがう｡ (1)式右辺の分子の[ ]内は,労働の限界生産力を表わし,
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正の符号をとる｡
しかるに,伝統的成長モデルの典型例であるSolow-Swanモデルにおい
て,定常状態は外生的に与えられる一定率の貯蓄率S,人口成長率n,そし
て資本減耗率∂に対して
sf(k*)-n+8　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2)
の成立を要請するため,上の条件((1)式)は,かかる定常状態の存在性を保
証するに十分ではないが,生産函数
Y(i)-FlK(i),L(t)]　　　　　　　　　　　　　　　　(3)
の一次同次性(linear homogeneity)とFK,FL>0,FKK,FIJIJ<0,FKL>0の限
界生産力の逓減性が仮定されるとき, 1'Hopital's ruleから
kl(liT(,f碧鮮- kl(i,Toや- -
ktti,Tm誓群-.i- f二組l-ok( )-∞　1
(4)
(5)
がしたがう｡(5)式は,k(t)が十分大きく(小さく)なるにつれ,sf(k(i))/k(i)
がゼロ(無限大)に収束していくことを示唆しており,一定率の定常状態資
本増働比率の存在性,さらに,鴇一昔誤-与野-nなる均斉成長経路
(balanced growth path)の存在性が保証される｡ (図-1参照｡)
次に,資本と労働の代替性が固定されているCES生産函数の下では,
資本の平均生産力は
AP -甥P- [(1-a)k (i)(1-0KJ毎+α]oK(/(JKl,1'　(6)
で与えられる｡ただし, 6KI,は,資本と労働の間の代替弾力性(elasticity
of substitution)である｡このとき,資本と労働の代替が容易(o･KL>1)で
あるとすると,平均生産力について
A.(i,T.甥P -kl(浩｡∠響- -
(7)
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k!ti,TjM-α dKl･/(OK/Jl) ,o
(8)
がしたがい,上の(5)式の関係は成立せず,平均生産力は(n+8)/Sの水準
には低下しないかもしれず,したがって定常状態資本一労働比率は存在し
得ないかもしれない｡ (CKL>1,Sα6Kl･/(6KL11)>n+8の場合について,図-2
参照｡)資本一労働比率の初期点koから出発して際限なく成長していき,
k(i)の収穫逓減性にも関わらず長期的には両要素が類似化し代替が極めて
容易となる｡このことは,資本が無限に成長するとき,労働が一定率でし
か成長しなくても,それが拘束的制約とはなり得ず,相対的に希少な労働
は容易に,際限なく資本に代替されていく｡このとき,資本一労働比率お
図一2
0
よび産出量-労働比率の長期的成長率は
γ* -SαOKl,/(JKlr1)- (n +8) >0 (9)
で与えられる｡しかるに,この成長率は外生的パラメータ, α,♂,かつ〝
だけでなく,貯蓄率Sによっても影響されているという意味で｢内生的｣
(endogeneous)なそれと呼ばれる｡
かかる労働代替的な内生的成長において,労働の重要性が増々低下し,
その結果として資本への所得分配は1に向かい,労働-のそれはゼロに向
かうことになる｡ここに, OKL>1となるところで,労働が生産に際して
必要でなく極限においては,専ら,資本だけで生産が可能となり得る｡こ
こに,労働を捨象した資本だけから成る形の資本原理主義的(capital-
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fundamentalist)な内生的成長モデルが登場する余地が生れる｡ Romer
[8],Barro [2],Rebelo [17]等によって提示された定数Aと資本量K
との積で定義される生産函数が想定される急進的な内生的成長モデルが
AKモデルと呼ばれるそれである｡
以下では,生産的政府支出を含む拡大されたAKモデルを想定し,そこ
での均斉成長率,最適財政政策のあり方を検討する｡
2. Agモデルと内生的均斉成長率
本項では,一定比率の生産的政府支出を含むAKモデルにおいて,財源
調達のための均一税率産出量税が経済成長率にもたらす効果を二部門経済
の文脈の中で検討する｡
Barro [2]は,生産的政府支出を含むAKモデルを提示し,均一税率産
出量税が経済成長率にもたらす効果を労働者一企業家(worker-entrepre-
neur)から成る一部門経済の文脈の中で検討した｡そこでは,生産的政府
支出は生産性向上効果をもつフローのサービスとして扱われ,すべての主
体に無償で供給されるものと想定された｡
以下,消費者と企業から成る二部門経済を想定し,代表的消費者と代表
的企業について議論を展開するものとする｡
まず,代表的企業の生産函数は
Y(i) -AK(i)aG (t)1-a-AK(i) きき
卜α, o<α<1　　　(10)
と表わされるものとする｡ただし, Aは定数であり, Y(i)は産出量, K(i)
は私的資本量,そして, G(i)は政府支出水準である｡私的資本の収穫逓
減性を回復すべく, α<1と仮定される｡
もし,政府が政府支出一資本比率G(i)/K(i)を一定水準に維持し得るな
らば,生産函数
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Y(i) -AK (i) ull
をもつ基本AKモデルに準じて議論を展開し得る｡
さて,政府は,政府支出の財源を産出量に対する均一率(nat-rate)の
産出量税(output tax)で賄うものとする｡すなわち,税率rγの下で,政
府の予算制約式
G (i) -TyY(t)
がしたがう｡
(12)
いま,消費者は無限の寿命(in血Iitelylived)をもち,生涯効用(lifetime
utility)を消費からの瞬時的効用の時間経路の割引現在価値で測るものと
する｡すなわち,消費者の生涯効用γ(0)は,
V(o)-J∞Ulc(t)]elPtdt, p ,0　　　　　(13)
で表わされる｡ただし, C(i)は消費で, U(･)は瞬時的効用函数, pLま時
間選好率である｡ここで,以下の議論の便のために,瞬時的効用函数を等
弾力性効用函数(iso-elastic utility function)で特定化するものとすると,
生涯効用は
V(o) -i;∞[ C'壬'il11;6611 ] e-ptdt, 6,0,-1　(14)
と書き改められる｡ただし, o'は,異時点間代替弾力性(intertemporal sub-
stitution elasticity)であり,限界効用の弾力性(elasticity of marghal utiL
ity) 0(C(i))
o (C (t) ) - - U"EEl'i)(]t)C] (t'　　　　　(15,
の逆数として定義される｡しかるに,上の(14)式の等弾力性効用函数の下
で♂(C(i))…1/0(C(i))は,消費水準C(i)に依存しない定数となるから,
6(C(i))-6と書き表わされる｡
政府は,政府支出の財源を国債に依らず,専ら産出量税((12)式)で調達す
るとき,消費者の金融資産A(i)は,私的資本K(i)のみとなるから,資産
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蓄積方程式
K(i) -r(i)K(i) - C (i)　　　　　　　　　　　　　　　(16)
に直面する｡ただし, r(i)は,資本に対する賃料としての利子率である｡
以上から,消費者の問題は,上の(16)式の制約の下で生涯効用((14)式)を最
大化すべく消費の時間経路を選択するそれとなる｡
直ちに,消費が満たすべき最適必要条件
C (t)一言-) (i)　　　　　　　　　　　　　　　(17)
がしたがう｡ただし, )(i)は,資産制約のシャドー･プライスである｡さ
らに,資産に関する動学方程式
)'(i)--)(i)lr(i)-p]
がしたがう｡
(16),(17)式から,消費者のEuler方程式(Euler equation)
鴇-Olr(i)-P]ニー6鰭
がしたがう｡
心l
し19-
次に,代表的企業は,政府支出水準G(t)を所与として,資本蓄積恒等
式
K(i)-I(i) -8K(i) -G (i)　　　　　　　　　　　　　　(20)
の制約の下で,税引後のキャッシュ･フロー(after-taxcashflows)の割引
硯在価値
Z(o) -/∞ [(卜T,)Y(i) 1(t)]e--R(t,dt　　　　(21)
を最大化すべく資本投入経路を選択するものとする3)｡ただし,用)は投
餐, R(i)-/i r(T)dTである｡ここで, (21)式は,
Z(o) -K(,I/∞ [(1 -T_V)Y(i) - (r(i) ･8)K(i)]e-K(i,dt　　担2)
と書き改められる4)｡したがって,企業の問題は, C22)式を最大化すべく資
本の時間経路を選択するそれとなり,直ちに,資本経路が満たすべき最適
必要条件
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(1-r,)言語-r(t) +8 C23)
がしたがう｡ ez3)式は,左辺の税引後の資本の限界生産力が,右辺の資本に
対する賃料と減耗率から成る限界費用に均等化することを意味している｡
しかるに,生産函数((10)式)の下で
告給-αA(鰭)1~a
となるから,消費者のEuler方程式は
鴇-Ola(1-T,)A(%)1ーα-8 -p]
(24)
e5)
と変形される｡もし,政府がG(t)/K(i)を一定に維持し得るならば,消費
の成長率は一定となる｡
ところで,生産函数((10)式),資本蓄積恒等式(C20)式)から
昔岩-鴇一意駄-8 1妾繋
がしたがい, I(i)/K(i)が一定ならば
EiLL = iB =ヱ(a
K(i) I(i)　Y(i)
@6)
L'71
がしたがい,さらに,資産蓄積方程式((16)式)からC(i)/K(i)が一定ならば
呈上吐= iZitl
K(i)　C(i)
がしたがう｡したがって, C(i)/C(i)が一定のとき,
･* -鴇一認一昔告一雄一雄
-Ola(1lTy)A(%)l~α-8 -p]
628)
629)
を得る｡しかるに, α<1,すなわち資本の収穫逓減性の仮定の設定にも
関わらず内生的成長が現出するのは,政府がかかる逓減性を打消すだけの
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生産的政府支出の増加を図っているからであると考えることができる｡
ここで,政府の予算制約式((12)式)を考慮すれば
1
鴇- (TyA)6
がしたがうから,均斉成長率(Czg)式)は,
I  l一一(1
γ* -6 [α(1-r,)A古r,~~㌃-8 -p]
(30)
(3 1)
と変形され,税率T,のみの函数とみなし得る｡しかるに, (31)式から, γ*
は, T,の凹函数となり, dγ*/dT,-0が満たされるところで
･y-%-lla
を導く｡ (図-3参照｡)このとき,
γ*
0
(32)
Ty
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喜誰- (1 -α)AK(t)αG (i)a- (卜α)認一誓　　(33)
がしたがう｡ (33)式は, 1単位の政府支出の社会的費用に対するその社会的
限界便益を表わしており,したがって,上の(32)式は,政府支出の限界費用
と限界便益とが均等化しなければならないことを示唆している｡
3. Agモデルと最適財政政策
本項では, AKモデルの文脈の中で,次善解としての最適な税率と生産
的政府支出規模を与える最適財政政策のあり方を検討する｡
経済全体の資源制約,政府の予算制約,消費者の消費選択の最適必要条
件,企業の資本投入選択の最適必要条件を制約条件として,消費者の生涯
効用を最大化すべく決定された税率,政府支出規模は,次善(second-
best)の最適性を満たすそれとなる｡かかる方法で次善解としての最適税
率を求める手続は最適課税(optimal taxation)と呼ばれる｡同様の方法
で最適税率,政府支出規模を求める手続きを最適財政政策(optimal fiscal
policy)と呼んでおこう5)｡
まず,生産的政府支出と直接的関係をもたない代表的消費者の問題は,
再び等弾力性瞬時的効用函数を用いれば,
T(%X/∞ [幣] e--ptdt
s.i.　K(i) -r(i)K(i) -C(i)
で表わされる｡
前項におけると同様に,消費の最適時間経路が満たすべき最適必要条件
は
C(t)-吉-) (i)
で与えられ,さらに,資産に関する動学方程式は
郎)
岬lt=雲tTj壬3 ],d-3-H
頓卑uOllTulBH劃卿茸簡`=柏畢
〇㌢周忌q孝之
(i) Y-言-())3
())ji (])Ll- (I) D
[(i)X^(())dl-I)- d](i) Y-(i)y
(i) D- (])3- ())H9- ())ji-(i)H TS
-♂ [t莞古書3]Jxnu
引驚EdJW楽軍軍備畢沓`小字TYJ
o9V卓Cf¥よ
(,)i(,)61-D_.(与結) (,)HV(,)61- (,) D
`引堵幡寛去GD身顎`二つう妥
O h阜=11ミ¢
(ov)　9･ (])A- (])X^((,)dl-I) -D_I(鶴)V((i),1-I)
引封等茎､W,軒尊宅ン4-=j鯉さ字朝剥地軸畢尊GD竣繁Y耕せ寡
0㌢里卓Ct孝之
(6C)        (]) D- ())H9- (i)I- ())x  ']'S
･8"P(),a-∂[())H(9･ ())i)一…(窮) (i)HV((i)dl-I)] ∞r盈
r皿佃(L',謙二1/r　一､割lF_ト=. '1=･')/t･1亭IJ:(-刊((,'ilI川1川71rり
一口Ll･T弓ltふ寺G9彩l白髄`よ⊥W(])DW与亜`羊僅苛埴宰領`二つ第
〇㌢里妥q孝之
(LC)　　　　　　　　　　　　　　[())A- d] (i) Y- ()) y
EtT　　楽顎御腐賢者マW苓甜神明翠専管封洋二懐き剥ぎ智明帝国
帥　帥　㈹　帥　㈹
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+qK(i)eーPr[Y(i)-SK(t)一C(t)-G(i)]
+甲^(i)e-PtlA (i) (p - (1-T,(i)YK(i))]
+りG(i)e-PtlT,(i)Y(i) -G (i)]
+Qc(i)e-pt[C(i)一喜一) (i)]
+〟(i)e~Ptl(1-T,(i))Y(i)] (47)
がしたがう｡ただし,ヴK(i)は,私的資本の限界社会的価値,ワ^(t)は,消
費のシャドー･プライスの限界社会的価値, qG(i)は,政府支出のシャドー
･プライスの限界社会的価値, Qc(i)は,計画者の消費が代表的消費者のそ
れと整合しなければならない,すなわち,消費者の需要曲線上に乗ってい
なければならないという要請の限界社会的価値である｡また,〟(i)は,
(1-r,(i))Y(i)≧0という非負性の要請に関するKuhn=nlCker乗数(Kuhn
=Thcker multiplier)であり,〟(i)>0のとき,制約は拘束的(binding)と
なる｡
さて,消費C(i),政府支出G(i),税率T,(i)が満たすべきそれぞれの最適
必要条件は,
C(i)-レクK(i)lQc(i)吉C(i)÷1-0
qK(i) (YG(i) -1) -ワG(t) (1-Ty(i)YG(i)) =0
符^(i)) (i)YK(i) +qG(i)Y(i) -〟(i)Y(i)-0
で表わされる｡
次に, K(i),) (i)に関するそれぞれの動学方程式
q'K(i)-qK(i) [p -YK(i) +8]
- [ヴG(i) ど,(i) +i/(i) (1-T,(i))]YK(i)
q'^(i) -ワ^(i) [(1-T,(i))YK(i)] +Qc(i)
で表わされる｡
まず, (36)式から, )(i)>Oがしたがう｡このときvG(i)≦0がしたがう｡
もし,計画者が上の制約に縛られず最善(first-best)の最適性を追求する
ならば, YG(i)-1がしたがう｡ (49)式において, ど,(i)-0であるならば
ト　小　■=.
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(qK(i) -qG(i)) (YG(i) - 1) -0　　　　　　　　　　　　　　(53)
がしたがい,私的資本と政府支出のシャドー･プライスの限界社会的評価
の如何に関わらず, YG(i)-1がしたがう｡言い換えれば, (46)式は,非課税
もしくは中立税(non-distortionary tax)としての一括定額税(lump-sum
tax)から非中立税へのシフトがもたらす限界超過負担に起因する効率性
の歪みが発生することを示唆している｡
このとき,最適産出量税フォーミュラは,
T, (i) - (1 - YG"(nt),217vKn(汰+ qG (i)
qG (i)YG (i)
で表わされる｡
(54)
1 )本項の議論は, Heijdra=vanderPloeg [8] (Chap.14)の示唆に負う｡
2 )以下の家計と企業から成る二部門経済は, Heijdra=van der Ploeg, op.cit.,
(chap.14)に負う｡
3 )かかる企業は,先読み的行動(forward-looking behavior)をとる主体とな
る｡
4)厳密な導出は,第2節第1項で与えられる｡
5)かかる呼称の下での分析例として, Lansing [12],Zhu [21],[22]参照｡
第2節　労働増大的公共資本
1.内生的均斉成長率
本節では,生産的政府支出が公共資本ストノクとして作用する内生的成
長経済における均斉成長率の存在性と最適財政政策のあり方を検討する｡
本項では,ストノクとしての生産的政府支出を含む内生的成長経済にお
ける均斉成長率の存在性を検討する｡
さて,消費者は,無限の寿命をもち,先読み(forward-looking)的視野
116
をもつものとする｡このとき,消費者は1単位の労働をもち,競争的労働
市場に非弾力的に供給するものとする｡したがって,消費からの効用のみ
を問題にすれば十分となる｡
前節同様に,消費者は,瞬時的効用函数の下で得る消費からの効用の時
間経路の割引現在価値で測った生涯効用
V(o)-i;∞Ulc(i)]e雪p ,0　　　　　　(55)
を最大化するべく消費選択を行うものとする｡
さて,消費者は,金融資産として私的資本と国債を保有し,共通の利子
率の下で利子所得を得る一方,労働供給からの賃金所得をも得るものとす
る｡このとき,利子所得,賃金所得に対して共通の均一率(flat-rate)の
所得税が課せられるものとする｡
以上から,消費者の税引後の予算恒等式
C(i) + A'(i)=(1-Tl) lr(i)A(i)+W(i)]　　　　　　　(56)
がしたがう｡ただし, TIは所得税率, A(i)は金融資産額, r(i),u)(i)はそれ
ぞれ利子率,賃金率である｡ (56)式の左辺は消費と貯蓄の和であり,右辺は
金融資産と労働供給からの税引後所得の和である｡
ところで,消費者が無限に国債を蓄積することが可能であるとすると,
いかなる消費経路に対しても予算調達が可能となり,政府は支払い不能
(insolvent)に陥り,国債の持続可能性(sustainab山ty)が崩れることにな
る｡
国債の蓄積は,
B(i) - (1-TJ)r(i) [(B (i) +K(i)) +W(i)] -C(i)　　　　(57)
で表わされる｡ここで,上の微分方程式を解けば
B (i) -e(1-T,,R(i, [B (0) I/∞(1-Tl) (r(i)K(i) +W(i)炉11rJ,H(i,dt
十
がしたがう｡ただし
C (i) r (卜T,)R(i)dt (58)
β(0)-十
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B (i) e(I-T/)R (i)dt　　　　　　　　　　　　　　(59)
である｡このとき,政府が国債の支払い可能となるためには支払可能性条
件(solvency condition)
禦(i) ･exp[-Jt (llTl)r(T)dT] -0
が満たされれば十分である6)｡
上の条件((60)式)を(58)式に適用すれば,
十 C (i)-[(11])R(i)dt-B (0) +H(0)
がしたがう｡ただし,
H(0)=A(0)+W(0) -十
棉
(6 1)
[A (i) + W (i) ] e~(1-Tl)R(t)dt　　　　(62)
であり,利子所得と賃金所得の現在価値である｡すなわち, (62)式は,消費
者が消費選択に際してしたがうべき生涯予算制約を与える｡
以上から,消費者の問題は(61)式の生涯予算制約の下で生涯効用((55)式)を
最大化すべく消費経路を選択するそれとなる｡
生産的政府支出から直接的恩恵を受けない消費者の最適消費経路が満た
すべき最適必要条件は
U'lc (i)]e~pt-) (i)ell~r′)R(i)
で表わされる｡ (63)式は,さらに,
U′′[C(t)] i(i)ニーU'[C(i)] [(1-Tl)r(t)-P]
(63)
(64)
を導く｡
ここで,消費者の瞬時的効用函数を再び等弾力性効用函数に特定化すれ
ば,消費水準から独立な異時点間弾力性o'(C(t))-Cの下で, (64)式は, Euler
方程式
認-6[(1-TI)r(i)-P]　　　　　　(65)
を導く｡
さて,他方,代表的企業は,競争的な資本市場,労働市場に直面し,キ
ャッシュ･フローの割引現在価値を最大化すべく資本投入経路を選択し,同
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時に1単位の労働を購入するものとする｡
さて,生産的政府支出は労働増大的(laboraugmenting)な公共財とし
ての公共資本(public capital)の作用をするものとする｡このとき,企業
の生産函数は
Y(i) -K(i)a(LG (i) )卜α　　　　　　　　　　　　　　　　(66)
で表わされる｡ただし, αは私的資本のシェア, 1-αは労働のそれであり,
(1-α)<1と仮定される｡
いま,企業は課税対象にないことに注意すれば,企業の間題は
-axz(o)-/∞lK(t)a(LG(i))1-a-W(i)L-I(i)]e-R(i,dt (6B
で表わされる｡ただし, I(t)は投資額である｡
企業は,私的資本減耗率∂の下で,資本蓄積恒等式
K(i)-I(t) -SK(i) -G (i)
にしたがわなければならない｡いま, (68)式の両辺に積分を施し,
dK(i)LR(i)/dt- (K(i) -r(i)K(i)).R(i)
なる関係を考慮すれば,
/∞I(t) -R(i,dt-J∞ [k(i) -r(i)K(i)]e-R(i,dt
･吉 (r(i) +8)K(i)e-R(i)dt
を得る｡しかるに,
j;∞ [k(i) -r(i)K(i)] -H((,dt-/∞K(i)e-R(i,dt
一方(0)
･./:
e-R(i)dt
(68)
(69)
(70)
K (i) eJdR(i)dt -K (0)　　(71)
がしたがうから, K(i)に関する横断面条件
lim K(t)e-R(i)-o
K(i)--∞
を仮定すれば, (71)式の右辺の第1項はゼロとなり, (70)式は,
(72)
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/∞I(i)e-R(i,dt- -K(0) +J∞ (r(i) +8)K(i)e一一R(i,dt　(73)
と変形される｡
以上から,企業の問題は,
誓緑…lK(i)a(LG(i))-a-(r(i)+8)K(t)-W(i)L]-R((,dt (74,
と書き改められる｡
直ちに,最適な資本投入が満たすべき最適必要条件
r(i)-αK(i)a~1G (i)lJα-8 -α (#)1-a-8 (75)
がしたがう｡また, 1単位の労働供給に対し,労働市場はその限界生産力
に等しい賃金率を支払うから,
uJ(t)- (1-α)K(t)aG (t)l~α-(1-α)G (i)
がしたがう｡
ここで,上の(75)式を考慮すれば, (65)式は,
鴇-Ol(1-ど)α(#)1~α-♂-p]
( #) +a　(76)
(77)
と書き改められる｡このとき,政府がG(i)/K(i)を一定に維持し得るなら
ば, (65),(68)式から
£亜1=Eitl =_姐=旦(也
C(t) K(i) I(i)　G(i)
がしたがう｡
(78)
さて, Greiner [6]にしたがって,政府の基礎的財政余剰(primarysur-
plus)の租所得に対する比が国債の租所得に対する正一次函数(positive lin-
earfunction)の形をとるものと仮定しよう｡すなわち,
讐諸色-打β粉β,o　　　　　　(79)
がしたがう｡ただし, R(i)-Tl(r(i)(B(i)+K(i))+W(t))で税収であり,
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IG(i)は,政府による公共資本への投資を表わす｡また, E,βは正の定数で
ある｡このとき, βは国債の変化に対し基礎的財政余剰が反応する感応度
を表わしており,国債のフィード･バック･パラメータ(feedback parame-
ter)と考えられる7)｡
ここで, (79)式を公共投資IG(i)について解けば,
IG(i) -月(i) (1-i/TI) -βB(i)
がしたがう｡公共資本に関する減耗は無視し得るものとすれば,
G(i) -IG(t)-iGR(i) -βB(i)
を得る｡ただし, iG…(1-E/Tl(i))である｡
以上から,政府の予算制約式は
B(i) +R(i) -r(t)B(i) +IG(i)
となり,さらに, (82)式は
B(i) - (r(t) -β)B (t) + (iG-1)R(i)
と変形され,したがって,
B(i) - G(i) - (1-T/(t))r(i)B (t)
-Tl(i) lr(i)K(i) +W(i)]
がしたがう｡
(80)
(81)
(82)
鍋
(84)
ところで, (79)式は,政府の公共資本への投資規模に限度を設定する機能
を果している｡すなわち,所与の税収R(i)の下で,国債の増加は公共資
本投資の減少を意味する｡政府は,国債を増加させるとき財政政策が持続
可能であり続けるように基礎的財政余剰を増加させなければならないこと
になる｡かかる情況は,国債の｢押し退け効果｣ (crowding-Out effects)
が作用するそれとみなすことができよう8)｡
さて,経済全体の資源制約式
K(i)+ G(i)-Y(i)-SK(i)-C(i)
を考慮すれば
(85)
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]^tI(.Lfl), -舘∂ ;:(.Jl日豊
-(%)i-a-8一雄-(i鶴-β誰)  (%)
がしたがう｡政府が, G(i)/K(i)を一定に維持し得るとき,上の(77)式を想
起すれば,内生的均斉成長率γ*
･.*- -'L豊!;i'･YI), -悟-',;;'if{),T T3'(tt', ISL.ff.',
-Ol(1-Tl)α(鰭)卜α-8-p]
(87)
が導かれる｡このとき,均斉成長率γ*は,消費者の横断面条件が満たさ
れるところで持続可能なそれとなっていることに注意されたい｡
2.最適財政政策
本項では,非弾力的な供給がなされる労働に労働増加的生産性効果をも
たらす生産的政府支出を含む内生的成長モデルにおける最適財政政策のあ
り方を検討する｡
前節におけると同様,ここでの最適性は,代表的消費者の消費の最適必
要乗件,代表的企業の資本投入の最適必要条件に加えて,経済全体の資源
制約,政府の予算制約の下に消費者の生涯効用で測った社会的厚生を最大
化するという次善の最適性である｡
まず,代表的消費者の瞬時的効用を再び等弾力性効用函数で特定化すれ
ば,生涯効用は
V(o)-/∞ [ C(Pjl;0611 ] e-ptdt, p ,0　　　(W)
で表わされ,前項における(61)式の予算制約条件の下で生涯効用を最大化す
る消費が満たすべき最適必要条件
C (i)一差e-pt-) (i)e-(1-Tl(tHR(i) (89)
122
と,資産に関する動学方程式
)'(t) -)(t) lp - (llTl(i))r(i)]
がしたがう｡
次に,代表的企業は,生産函数
Y(i) -K(i)a(I,G (i))1~α
(90)
(鍾
の下でキャッシュ･フローの割引現在価値を最大化すべく資本投入を選択
するとき滴たすべき最適必要条件は
r(i)-aK(i)alG(i)1-a-8 -α(%) -8　　　(92)
で表わされる9)｡また, 1単位の労働供給に対しては競争的労働市場を通
じて,その限界生産力に等しい賃金率が支払われるとき
W(i)-(1-α)K(i)αG(t)1~α-(1-α)G(i)
(# )-a　(93)
がしたがう｡
さて,前項で,租所得に村する基礎的財政余剰の比が,同所得に対する
国債の比の正一次函数の形をとる想定が置かれた｡しかるに,この方式の
下で国債の支払可能性,したがって持続可能性は,すでにGreherによる
確かめられている10)0
このとき,政府の予算制約式
B(i)一己(i) - (1--ll(t))r(i)B(i) -Tl(i) [r(i)K(t)+W(i)]　(94)
と資源制約式
K(i)-Y(i)-C(i)-G(i)-8K(i) (95)
は,
B(i) +K(i) -Y(i) -SK(i) + (llTl(i))r(t)B(t)
-TI (i) lr(i)K(i) +W(t)] - C (i)　　　　　　(96)
と統合化し得る｡さらに, Euler定理(Euler theorem)を適用すれば, (96)
式は,
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B(i) +A(i) - (1-rI(i)) lr(i)(B (i) +K(i)) +W(i)トC(i)  (97)
と変形される｡しかるに, (97)式の表現の中に政府支出は現われてこない｡
前項の(79)式の公共資本蓄積恒等式の下で政府支出は独立ではなくなり,他
の変数から従属的に決定されてくる｡したがって,以下では政府支出は陽
表的に議論されないことに注意されたい｡
以上から,計画者の最適財政政策の問題は,
-拡J:∞ [ C(Pfll芳1 ] e-ptdt
sj. )'(i)-)(i)lp-(1-Tl(i))r(i)]
B(t) +A(t) -(1-T,(t)) [r(i) (B(t)+K(t))
+u)(i)]-C (i)
C(i)一吉-) (i)e-(i)
で表わされる｡ただし, a)(i)…[(1-T,(t))R(i)-pt]である｡
直ちに,現在価値Ham山on函数
H- [ C(壬)=11芳1] e-pf
+FL(i)e-Pt[(111(i)) (r(i) (B (i)+K(i)) +W(i)) -C(i)]
+ヮ^(t)e~PtlA (i)わー(1-Tl(i))r(i)]
+¢C(i)e-ptlc(i)一三一) (i)-W(t)]
+〟(i)e~Ptl(1-TI(i))r(i)] (102)
がしたがう｡加えて,上の資本,労働に関する最適必要条件が満たされな
ければならないことは言うまでもない｡ここで, FL(i)は,政府の予算制約
と資源制約の限界社会的価値,甲^(i)は,消費者の資産蓄積のシャドー･プ
ライスの限界社会的価値, Qc(i)は,計画者の消費選択が消費者の異時点
間需要曲線上に乗っていなければならない要請の社会的限界価値,そして
〟(t)は, (1-TI(t))r(i)>0なる非負の要請に関するKuhn=nlCker乗数であ
る｡
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まず,消費C(i),税率TI(i)に関する最適必要条件は,それぞれ,
C(i)圭p (i)+Qc(i) (-吉)C(i)+1-0
1L (i) [r(i) (B(i) +K(i)) +W(i)] +)(i)符^(t)r(i)
-〟(i)r(i) -0
で表わされる｡
次に, B(i)(およびK(t)),) (i)に関する動学方程式
i2(i) -iL(i) [p - (1-Tl(t))r(t)]
ガ^(t)-ヴ^ [(1-rI(i))r(i)] +Qc(i)e~W(i)
掴
佃
がしたがう｡ただし, B(i),K(i)に関しては,同一条件((105)式)が妥当する
ことに注意されたい｡
さて, (89)式から初期時点(i-o)において, )(0)>0がしたがう｡このこと
は,初期時点において,消費者の限界効用)(o)が制約に拘束されない,す
なわちり^(0)-0を意味する｡ここで,国債(ないし私的資本)の限界社会的
価値を表わすFL(i)の) (i)に対する比にマイナス1を乗じた値m(i)
m(i)I-iL(i)/) (i)>0
を定義しよう｡
しかるに, (99),(104)式より
精一雅-o
がしたがい, m(t)は定数となる｡すなわち,
m ≡ ｢L (i)/)(i) - -FL (0)/A(0)
梱
梱
がしたがう｡ 〝‡は,国債を通じた調達資金の限界社会的費用に相当し,ま
た,非中立課税の限界超過負担(marginal excess burden of distortionary
tax)として周知のものである｡
ここで, (1-Tl(i))r(t)>0とすれば,この制約は緩和的(slack)となり,
Kuhn=nlCker乗数は, i/(t)-0となる｡このとき, (104)式から
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拙)-一m(B(t)+K(i))一矯m
がしたがい,さらに,佃式を想起すれば,
才^(i)- -m(B(i)+K(i))
- -ml(1-TI(i)) (r(i) (B(i)+K(i))+W(i))-C(i)]  (111)
がしたがう｡ここで, (97),(Ilo)式を考慮して, q'^(t)を(111)式から消去すれば,
一m (W(i) -C (i)) -Qc(i)e-W(i)　　　　　　　　　　　　(112)
を得る｡ここで,掴式に掴式を適用すれば
Qc(i) -m - -FL (i)/) (i)　　　　　　　　　　　　　　　(113)
なる関係がしたがう｡ (113)式は,非中立課税の限界超過負担が計画者の消
費選択が消費者の異時点間需要曲線上に乗らなければならない要請の限界
社会的価値に均等化しなければならないことを示唆している｡言い換えれ
ば, Qc(i)は次善の最適性の追求にともなう限界費用であり,それが限界
超過負担を構成することを掴式は示唆していると結論される｡
6) No-Ponzigameの条件に相当する｡
7) Greiner, op. cit., (p.348)参照｡
8 ) Greiner, op. cit., (p.351)参照｡
9) L-1に正規化されていることを想起されたい｡
10) Greiner, op. cit., (p.348)参照｡
結びにかえて
家計と企業の二部門から成る成長経済を想定し,その生産過程に生産的
政府支出ないし公共資本が生産要素として生産に寄与するところでの政府
支出ないし公共資本それ自体の規模と財源調達の手段としての租税のあり
方が検討された｡
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まず,労働が容易に資本に代替され得る想定の下で,生産過程が資本の
みで特定される資本原理主義的な情況において,生産的政府支出がフロー
のサービスとして生産に寄与するところで,定常状態,すなわち政府支出
一資本比率,消費一資本比率の変化率がゼロに等しい状態において,財源調
達が専ら均一の産出量税で賄われるときの内生的均斉成長率の存在性が確
かめられた｡
さらに,上の成長経済において,家計と企業の民間部門が達成する主体
的均衡条件,経済全体の資源制約,そして政府の予算制約の下で社会的厚
生としての消費者の生涯効用を最大化するという次善の最適性の観点から,
政府支出,産出量税率のあり方,すなわち最適課税を含む最適財政政策の
あり方が検討された｡しかるに,政府支出一資本比率,消費一資本比率の定
常性は上の制約条件群には含まれておらず,そこでの次善解は,産出量税
からしたがう限界的超過負担を含む政府支出規模であり,税率である｡し
たがって,その限りでは,次善解は,内生的均斉成長率を回復し得ないと
いう制約から免れられないものであることが結論される｡
次に,生産的政府支出が公共資本ストックとして労働増大的効果をもち,
持続可能な範囲の国債が発行される情況が想定され,財源が国債利子所得,
私的資本利子所得,そして賃金所得に対する同額の均一所得税で賄わされ
るところで,先読み的行動をとる家計と企業の民間部門と政府が定常状態
において内生的均斉成長率を導くことが確かめられた｡
さらに,持続可能な範囲の国債の発行が認められる想定の下で,公共資
本規模が国債規模の正一次函数として特定化されるとき,そこでの消費者
の生涯効用を最大化する次善解は,非中立税たる所得税からしたがう限界
的超過負担分で歪められた効率性を達成し得るにすぎない国債規模,税率
水準を含むそれであることが結論される｡
もし,国債利子所得,私的資本所得,賃金所得に対して,別々の税率を
適用されば,上の議論をゼロ資本所得税(zero capitalincome tax)に関
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するそれに拡大することは容易である｡
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